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土地立入り関係法令抜すい 

 

〔測量法〕 

（土地の立入及び通知） 

第十五条 国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、

基本測量を実施するために必要があるときは、国有、公有又は私有の土地に

立ち入ることができる。 

２ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとす

る者は、あらかじめその占有者に通知しなければならない。但し、占有者に

対してあらかじめ通知することが困難であるときは、この限りでない。 

３ 第一項に規定する者が、同項の規定により土地に立ち入る場合においては、

その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを呈示

しなければならない。 

４ 前項に規定する証明書の様式は、国土交通省令で定める。 

 

（土地等の一時使用） 

第十八条 国土地理院の長又はその命を受けた者若しくは委任を受けた者は、

基本測量を実施する場合において、仮設標識を設置するために必要があると

きは、あらかじめ占有者に通知して、土地、樹木、又は工作物を一時使用す

ることができる。但し、占有者に対しあらかじめ通知することが困難である

ときは、通知することを要しないものとする。 

 

（基本測量に関する規定の準用） 

第三十九条 第十四条から第二十六条までの規定は、公共測量に準用する。こ

の場合において、第十四条から第十八条まで、第二十一条第一項及び第二十

三条中「国土地理院の長」とあり、並びに第十九条及び第二十条中「政府」

とあるのは「測量計画機関」と、第二十一条第三項並びに第二十四条第一項

及び第二項中「国土地理院の長」とあるのは「当該永久標識又は一時標識を

設置した測量計画機関」と、第二十二条及び第二十六条中「国土地理院の長」

とあるのは「公共測量において測量標を設置した測量計画機関」と、第二十

二条中「得ないで、」とあるのは「得ないで、当該」と、第二十四条第三項

中「国土地理院の長」とあるのは「公共測量において永久標識又は一時標識

を設置した測量計画機関」と、第二十五条中「国土地理院の長は、」とある

のは「公共測量において仮設標識を設置した測量計画機関は、当該」と、第

二十六条中「基本測量以外の測量」とあるのは「測量」と、「得て、」とあ

るのは「得て、当該」と読み替えるものとする。 
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第六十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万

円以下の罰金に処する。 

 一 正当の理由がなくて基本測量又は公共測量の実施を妨げた者 

 二 第十五条第一項（第三十九条において準用する場合を含む。）の規定に

よる土地の立入りを拒み、又は妨げた者 

 三 第十八条（第三十九条において準用する場合を含む。）の規定による土

地、樹木又は工作物の一時使用を拒み、又は妨げた者 

 

〔測量法施行規則〕 

（土地の立入りの身分証明書の様式） 

第一条の二 法第十五条第四項（法第三十九条において準用する場合を含む。）

の規定による証明書の様式は、別表第一の二のとおりとする。 

 

〔土地収用法〕 

（測量及び調査のための土地の立入り等） 

第七十二条 国土交通大臣、都道府県知事、市町村長又は独立行政法人都市再

生機構理事長若しくは地方住宅供給公社理事長（以下「機構理事長等」とい

う。）は、第三条第四項若しくは第五項、第三条の二又は第三条の三の規定

により施行する土地区画整理事業の施行の準備又は施行のために他人の占有

する土地に立ち入つて測量し、又は調査する必要がある場合においては、そ

の必要の限度において、他人の占有する土地に、自ら立ち入り、又はその命

じた者若しくは委任した者に立ち入らせることができる。第三条第一項の規

定により土地区画整理事業を施行しようとする者、個人施行者、組合を設立

しようとする者、組合、同条第三項の規定により土地区画整理事業を施行し

ようとする者又は区画整理会社についても、その者が当該土地の属する区域

を管轄する市町村長の認可を受けた場合においては、同様とする。 

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者は、立ち入ろ

うとする日の三日前までにその旨を土地の占有者に通知しなければならない。

ただし、同項前段に掲げる者にあつては、通知することが著しく困難である

場合においては、公告をもつてその通知に代えることができる。 

３ 第一項の規定により、建築物が所在し、又はかき、さく等で囲まれた他人

の占有する土地に立ち入ろうとする場合においては、その立ち入ろうとする

者は、立入りの際、あらかじめ、その旨をその土地の占有者に告げなければ

ならない。 
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４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があつた場合を除き、

前項に規定する土地に立ち入つてはならない。 

５ 土地の占有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入りを拒

み、又は妨げてはならない。 

６ 第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入つて測量又は調査を行う

者が、その測量又は調査を行うに当たり、やむを得ない必要があつて、障害

となる植物又はかき、さく等を伐除しようとする場合において、その所有者

及び占有者がその場所にいないため、その承諾を得ることが困難であり、か

つ、その現状を著しく損傷しないときは、同項前段に掲げる者又は同項後段

に掲げる者（その命じた者又は委任した者を含む。）は、当該土地の属する

区域を管轄する市町村長の認可を受けて、これを伐除することができる。こ

の場合においては、植物又はかき、さく等を伐除した後、遅滞なく、その旨

をその所有者及び占有者に通知しなければならない。 

７ 第一項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする者又は前項の

規定により植物若しくはかき、さく等を伐除しようとする者は、その身分を

示す証票又は市町村長の認可証を携帯し、関係人の請求があつた場合におい

ては、これを提示しなければならない。 

 

第百四十三条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、個人施行者は、

二十万円以下の過料に処する。 

一 第十条第二項、第十三条第三項又は第百二十八条第三項の規定に違反した

とき。 

二 第八十四条第一項の規定に違反して簿書を備えず、又はその簿書に記載す

べき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき。 

三 第八十四条第二項の規定に違反して正当な理由がないのに簿書の閲覧又は

謄写を拒んだとき。 

四 第百二十四条第一項の規定による都道府県知事の検査を妨げたとき。 

五 第百二十四条第一項の規定による都道府県知事の命令に違反したとき。 

 

 

〔道路法〕 

（他人の土地の立入又は一時使用） 

第六十六条 道路管理者又はその命じた者若しくはその委任を受けた者は、道

路に関する調査、測量若しくは工事又は道路の維持のためやむを得ない必要

がある場合においては、他人の土地に立ち入り、又は特別の用途のない他人

の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 
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２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする場合においては、あらか

じめ当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。但し、あらかじ

め通知することが困難である場合においては、この限りでない。 

３ 前項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうとす

る場合においては、立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げな

ければならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に

規定する土地に立ち入つてはならない。 

５ 第一項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す

証票を携帯し、関係人の請求があつた場合においては、これを呈示しなけれ

ばならない。 

６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場と

して一時使用しようとする場合においては、あらかじめ当該土地の占有者及

び所有者に通知して、その者の意見を聞かなければならない。 

７ 第五項の規定による証票の様式その他必要な事項は、国土交通省令で定め

る。 

 

（立入又は一時使用の受忍） 

第六十七条 土地の占有者又は所有者は、正当な事由がない限り、前条第一項

の規定による立入又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

 

第百一条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円

以下の罰金に処する。 

 一～五 略 

 六 第六十七条の規定に違反して土地の立入又は一時使用を拒み、又は妨げ

た者 

 七 略 

 

〔道路法施行規則〕 

（証票の様式） 

第五条 法第六十六条第七項の規定による証票の様式は、別記様式第六とする。 

 ２、３ 略 

 

〔河川法〕 

（調査、工事等のための立入り等） 

第八十九条 国土交通大臣若しくは都道府県知事又はその命じた者若しくはそ
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の委任を受けた者は、一級河川、二級河川、河川区域、河川保全区域、河川

予定地、河川保全立体区域若しくは河川予定立体区域の指定のための調査又

は河川工事、河川の維持その他河川の管理を行うためやむを得ない必要があ

る場合においては、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のない

他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとする場合においては、

あらかじめ、当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、

あらかじめ通知することが困難である場合においては、この限りでない。 

３ 第一項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうと

する場合においては、立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者

に告げなければならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承諾があつた場合を除き、前項に

規定する土地に立ち入つてはならない。 

５ 第一項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場と

して一時使用しようとする場合においては、あらかじめ、当該土地の占有者

及び所有者に通知して、その意見をきかなければならない。 

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による

立入り又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

８ 国土交通大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による処分により損失を

受けた者がある場合においては、その者に対して、通常生ずべき損失を補償

しなければならない。 

９ 略 

 

第百三条 次の各号の一に該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の

罰金に処する。 

 一、二 略 

 三 第八十九条第七項の規定に違反して、土地の立入り又は一時使用を拒み、

又は妨げた者 

 

〔河川法施行規則〕 

（証明書の様式） 

第三十五条 略 

２ 略 

３ 法第八十九条第五項の証明書の様式は、別記様式第十九とする。 
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〔地すべり等防止法〕 

（調査のための立入） 

第六条 主務大臣又はその命を受けた職員若しくはその委任を受けた者は、前

条の調査のためやむを得ない必要があるときは、他人の占有する土地に立ち

入り、又は特別の用途のない他人の土地を材料置場若しくは作業場として一

時使用することができる。 

２ 前項の規定により他人の占有する土地に立ち入ろうとするときは、あらか

じめ当該土地の占有者にその旨を通知しなければならない。ただし、あらか

じめ通知することが困難であるときは、この限りでない。 

３ 第一項の規定により宅地又はかき、さく等で囲まれた土地に立ち入ろうと

するときは、立入の際あらかじめその旨を当該土地の占有者に告げなければ

ならない。 

４ 日出前及び日没後においては、占有者の承認があつた場合を除き、前項に

規定する土地に立ち入つてはならない。 

５ 第一項の規定により土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

６ 第一項の規定により特別の用途のない他人の土地を材料置場又は作業場と

して一時使用しようとするときは、あらかじめ、当該土地の占有者及び所有

者に通知して、その者の意見をきかなければならない。 

７ 土地の占有者又は所有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による

立入又は一時使用を拒み、又は妨げてはならない。 

８ 国は、第一項の規定による立入又は一時使用により損失を受けた者に対し、

通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

９ 前項の規定による損失の補償については、国と損失を受けた者とが協議し

なければならない。 

１０ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、国は、自己の見積

つた金額を損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、

当該金額について不服がある者は、政令で定めるところにより、補償金の支

払を受けた日から三十日以内に収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律

第二百十九号）第九十四条の規定による裁決を申請することができる。 

１１ 第五項の規定による証明書の様式その他証明書に関し必要な事項は、主

務省令で定める。 

 

（土地の立入等） 

第十六条 都道府県知事又はその命じた職員若しくは委任した者は、地すべり

防止区域に関する調査若しくは測量又は地すべり防止工事のためやむを得な

い必要があるときは、他人の占有する土地に立ち入り、又は特別の用途のな

い他人の土地を材料置場若しくは作業場として一時使用することができる。 
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２ 第六条第二項から第十一項までの規定は、前項の規定により他人の占有す

る土地に立ち入り、又は他人の土地を一時使用する場合について準用する。

この場合において、同条第八項から第十項まで中「国」とあるのは、「都道

府県知事の統括する都道府県」と読み替えるものとする。 

 

第五十三条 次の各号の一に該当する者は、六月以下の懲役又は五万円以下の

罰金に処する。 

 一 第六条第七項（第十六条第二項又は第四十五条第一項において準用する

場合を含む。）の規定に違反して土地の立入若しくは一時使用を拒み、又

は妨げた者 

 二、三 略 

 

〔地すべり等防止法施行規則〕 

（証明書の様式） 

第二条 法第六条第十一項の規定による証明書の様式は、別記様式第一とする。 

２ 法第十六条第二項において準用する法第六条第十一項の規定による証明書

の様式は、別記様式第二（法第十条第二項の規定により主務大臣が都道府県

知事に代つて法第十六条第一項の権限を行う場合にあつては、別記様式第三）

とする。 

３ 法第二十二条第四項の規定による証明書の様式は、別記様式第四（法第十

条第二項の規定により主務大臣が都道府県知事に代つて法第二十二条第一項

の権限を行う場合にあつては、別記様式第五）とする。 

４ 法第四十五条第一項において準用する法第六条第十一項の規定による証明

書の様式は、別記様式第六とする。 

 

（損失の補償の裁決申請書の様式） 

第三条 地すべり等防止法施行令（昭和三十三年政令第百十二号）第一条の規

定による裁決申請書の様式は、別記様式第七とし、正本一部及び写一部を提

出するものとする。 

 

 


